
１．対象地域及び実施期間

対象地域

実施期間

２．被害防止計画目標の達成状況

基準年の実
績値（A）

目標値（B）
目標年の
実績値（C）

達成率
(A-C)/(A-B)

基準年の実
績値（A）

目標値（B）
目標年の
実績値（C）

達成率
(A-C)/(A-B)

ニホンジカ 2771 1940 3481 -85% 4.7 3.2 6.39 -113%

イノシシ 16800 11760 6782 199% 16.7 11.6 18.07 -27%

ニホンザル 207 145 559 -568% 0.7 0.49 0.57 62%
アライグマ・
ハクビシン 13 9 0 325% 0.01 0.007 0 333%

合計 19791 13854 10822 151% 22.11 15.297 25.03 -43%

被害防止計画目標評価報告書

甲賀地域獣害対策協議会

被害金額(千円、％) 被害面積(ha、％)

令和２年度～令和４年度

甲賀市

対象鳥獣



３．目標の達成のために実施した各事業の内容と効果

令和2年度
狩猟免許
取得支援 3名 協議会 令和3年3月 100%

箱わな導入 6基 令和3年3月 100%
小型箱わな
導入 35基 令和3年3月 100%

発信器 2基 令和3年3月 100%
発信器装着
土Ａ・信Ａ 2群2頭 令和3年3月 100%

令和3年度
狩猟免許
取得支援 2名 令和4年3月 100%

箱わな導入 4基 令和4年3月 100%
小型箱わな
導入 45基 令和4年3月 100%

発信器 3基 令和4年3月 100%
発信器装着
甲Ａ・甲Ｃ 2群2頭 令和4年3月 100%
発信器装着
土山Ｅ群 1群1頭 令和4年3月 100%

令和4年度
狩猟免許
取得支援 7名 令和5年3月 100%

箱わな導入 2基 令和5年3月 100%
小型箱わな
導入 7基 令和5年3月 100%

発信器 2基 令和5年3月 100%
発信器装着
甲Ａ・土Ｅ 2群2頭 令和5年3月 100%

研修会開催 1回33名 令和5年3月 100%

実施年度 対象鳥獣 事業内容 事業量 管理主体 供用開始
利用率・稼
働率

ニホンジカ、
イノシシ、ニ
ホンザル、
アライグマ、
ハクビシン

事業効果

導入した箱わなを用いて、ニホンジ
カ、イノシシ、ニホンザル、アライグ
マ、ハクビシンを捕獲することによ
り、地域の被害低減に努めた。
捕獲実績
令和2年度　ニホンジカ2,275頭、イノ
シシ387頭、ニホンザル14頭、アライ
グマ440頭、ハクビシン63頭
令和3年度　ニホンジカ1,618頭、イノ
シシ305頭、ニホンザル22頭、アライ
グマ361頭、ハクビシン62頭
令和4年度　ニホンジカ1,829頭、イノ
シシ767頭、ニホンザル35頭、アライ
グマ661頭、ハクビシン86頭

発信器装着により、市内の群れの
位置情報を住民に提供し、追い払
い等の被害対策に活用した。



４．総合評価

５．第三者の意見

（注）１　被害防止計画目標の達成状況が低調である場合は、実施要綱別記１の第６の２の（１）に基づき
        改善計画を作成し、知事に提出すること。
      ２　３の事業効果には、事業の実施により発現した効果を幅広に記入すること。なお、処理加工施設
        又は捕獲技術向上施設を整備した場合は、当該施設の利用率も記入すること。
      ３　４の総合評価のコメントには、目標が未達成となった場合は、その理由も記入すること。
      ４　鳥獣被害防止施設の整備を行った場合には、侵入防止柵設置後のほ場ごとの鳥獣被害の状況
        ならびに侵入防止柵の設置及び維持管理の状況について、地区名、侵入防止柵の種類、設置距離、
        事業費、国費、被害金額、被害面積、被害量、被害が生じた場合の要因と対応策、設置に係る
        指導内容、維持管理方法、維持管理状況等を様式に具体的に記載し、添付すること。
        (別記様式第１号-８)

　有害捕獲の実施と侵入防止策の設置に伴い、全体的な被害低減は達成できたと考えられる。
　ニホンジカによる被害は、一定の下限に至ったとみられ、これ以上の被害防止には、公道や住宅地等、防御が困難
な場所への対応が必要と考えられる。
　一方、イノシシによる被害は、ＣＳＦからの回復がみられ、出没および被害が増加した。
　被害防止を向上させるため、緩衝帯を整備し、柵の補修に対して支援することで、継続的な被害対策を推進する。

（コメント）
　事業実施により一定の被害低減効果は認められた。
　事業で設置した器具等の稼働率はすべて１００％で、良好に活用できている。
　樹種別にみると二ホンジカの被害をさらに抑える方策を検討する必要がある。イノシシについては被害金額を効果
的に抑えることはできたが、被害面積はかえって増加しており、広域での被害封じ込めが必要と思われる。


